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　本稿は、教員採用試験の制度の比較を通して、日仏両国において公立小学校の教員に必要とされて
いる知識技能の内容を比較しようとするものである 1）。この作業は、教育学的な一般教養の構成及び
普及の在り方に関する我が国の特徴を知る材料を得たいというねらいに基づいて行うものである 2）。
　なお、我が国における「公立小学校」は「国立小学校」及び「私立小学校」と区別した概念である
が、フランスには「国立小学校」はなく、「公立小学校（école élémentaire publique）」は「私立小学校」
に対する概念として用いられている 3）。また、フランスの公立小学校教員の職種は、公立幼稚園教員
と区別されていないため、その採用試験は正確には「公立幼稚園・小学校教員採用試験」というべき
ものである 4）。
??????????
　我が国の公立小学校の設置者は市（特別区を含む）町村であり 5）、その教員には地方公務員の身分
が与えられている 6）。公立小学校教員は、都道府県・政令指定都市の教育委員会の教育長が採用し 7）、
当該教育委員会が任命する 8）。政令指定都市以外においては、公立小学校教員は、都道府県教育委員
会によって「県費負担教職員」として各市町村に配置され 9）、市町村教育委員会の服務監督に服する
こととなっている 10）。県費負担教職員の給与等の三分の一を国が負担している 11）。
　フランスの公立小学校の設置者は市町村（commune）であるが 12）、その教員には国家公務員の身
分が与えられている 13）。これは、同国における教育財政上の国と地方の役割分担の在り方に由来す
るものである。すなわち、初等中等教育においては、施設設備等の教育内容に直接関係しない部分に
ついて地方の権限とする一方、それ以外の教育内容に直接関係する部分については国が責任を持つべ
きであると考えられているのである。このため、フランスの公立小学校は、校地校舎等の施設設備に
ついては市町村の権限によって保障される一方で、教育課程基準の設定や教員の採用や配置、監督な
どは国が直接責任を持って行う制度となっている 14）。
　ただし、このように国の権限が強いフランスにおいても、伝統的な中央集権体制を改善するために、
国の出先機関への「事務分散（déconcentration）」と呼ばれる改革が進められており、教育部門におい
ても中央の国民教育省から地方出先機関への権限委任が行われている。国民教育省の出先機関は、数
県からなる全国 30 の大学区に「大学区総長」が置かれ、大学区総長の監督下、全国 100 県に「大学
区視学官（国民教育県事務局長）」が置かれている。公立小学校教員の人事管理も事務分散の対象で
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あり、国民教育大臣の権限のうち、採用については大学区総長に 15）、任命については大学区視学官
に 16）委任されている。公立小学校教員の人事異動は原則県内で行われる 17）。
???????????
　我が国においては、地方公務員は地方公務員法に基づく競争試験によって採用されているが、公立
小学校教員の採用は、都道府県教育委員会が教育公務員特例法に基づき選考によって行っている 18）。
これは、教員免許状の制度によって志願者に一定の職務遂行能力のあることが保障されていることな
どから、一定の基準に適合しているかどうかに基づいて職務遂行能力を判定する「選考」が公立小学
校教員の採用方法に相応しいと考えられているためであると言われる 19）。このように、我が国にお
いては、大学等において教員免許状を取得した者が、各都道府県・政令指定都市の教員採用試験（選
考試験）を受験するという制度となっている。
　フランスにおいては、公立小学校教員の採用は、通常の国家公務員と同じように競争試験（concours）
によって、国民教育省の地方出先機関が行っている 20）。さらに、我が国の採用制度と大きく異なる
点として、次の二点を指摘しなければならない。すなわち、まず第一に、フランスには我が国のよう
な教員免許状の制度がなく、採用試験の受験資格が免許状の有無によって制限されていないことであ
る。大学 3 年修了によって学士（licence）の学位を取得した者は誰でも、学位取得の 1 年後に教員採
用試験を受験できる（学位取得見込みでの受験はできない）。また第二に、教員採用試験合格後 1 年
間の試補採用期間が課されているということである。試補期間修了時の審査によって正式採用となる
（この審査はさほど厳しいものではないと言われる 21））。
　このため、フランスの教員養成制度は、我が国と大きく異なり、大学 3 年修了後 2 年間の養成教育
を教員教育大学センタ （ーIUFM）という専門機関で与える制度となっている。教員教育大学センター
（IUFM）第 1 学年は教員採用試験受験準備教育に当てられ（在学は任意で独学も可）、同第 2 学年は
採用試験合格者を対象とする試補研修に当てられている 22）。
????????????
　我が国においては、公立学校教員採用試験は、教員の任命権者である都道府県・政令指定都市の教
育委員会がそれぞれ独自に実施している。1996（平成 8）年の文部省通知「教員採用等の改善について」
などに基づいて、近年、人物評価を重視する方向に移行させるなどの改善策が全国的に講じられてい
るものの 23）、選考試験の在り方については基本的には各教育委員会の権限に委ねられている。
　例えば、栃木県教育委員会においては、平成 22 年度公立小学校新規採用教員選考は、第 1 次試験
と第 2 次試験（第 1 次試験合格者対象）で行われている。第 1 次試験は、学力試験と面接試験（集団
面接）からなり、学力試験の内容は、「一般教養（教職専門を含む）及び国語・社会・数学・理科の
4 教科に関する専門科目は必須とし、音楽・美術・保健体育・家庭に関する専門科目は 1 科目選択」
とされている。第 2 次試験は、作文、適性検査、面接試験（集団討論〔教育に関するテーマ〕、個人
面接）、実技試験からなり、実技試験の内容は、水泳、基本的な運動技能に関する実技、音楽実技と
されている 24）。
　フランスの公立小学校教員の採用試験は、全国共通の試験科目に従って、大学区ごとに審査委員会
を設けて実施されている（ただし、試験問題は、大学区を 6 のグループに分け、グループ内では共通
の問題を使用する）25）。試験は、第 1 次試験と第 2 次試験（第 1 次試験合格者対象）からなる。第 1
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次試験は、「フランス語」「数学」「歴史・地理及び理科・技術」の 3 科目の学力試験（教科指導法を含む）
で行われている。第 2 次試験は、「教職面接」「外国語」「体育・スポーツ」の 3 科目で実施されている（「第
二外国語」を自由選択で受験可）。このうち、「教職面接」は、①教職に関わる配付資料に基づく口頭
発表と質疑応答（準備 1 時間、口頭発表 10 分、質疑応答 15 分）と、②視覚芸術、音楽又は児童文学
について受験者が自由に選んだ作品に関する発表及び質疑応答（発表 10 分、質疑応答 15 分）の二つ
の部分で構成されている（表１を参照）26）。
　我が国と比べて、フランスの場合、「一般教養」や「教職専門」の学力試験がないことが一つの特
徴と考えることができるが、こうした内容も部分的には第 2 次試験の「教職面接」の前半部分で取り
扱われているものとみられる。以下、このフランスの「教職面接」前半部分の内容についてより詳し
く見てみたい。
表 1：フランスの公立小学校教員採用試験
出願資格
・学士号取得（大学 3 年修了）
・水泳能力証明書（大学や公立プールが発行する 50 メートル水泳能力の証明）
・応急手当能力証明書（内務省が発行する「初等応急手当教育証明書（AFPS）」と同等以上の証明書）
合否判定
・各試験科目は、20 点満点で採点。
・一次試験の①②③及び二次試験の①のいずれかで 5 点以下、それ以外の科目のいずれかで 0 点となっ 
た場合は不合格が確定。
・各試験科目の得点に配点指数を掛けたものの合計に従って順位を付け、定員の範囲で合格者名簿を作
成。
一次試験（筆記）①フランス語（4 時間、配点指数 3）
②数学（3 時間、配点指数 3）
③歴史・地理及び理科・技術（3 時間、配点指数 2）
・受験者が、歴史・地理と理科・技術の一方を主教科に、他方を副教科に選択。主教科 7 割、副教科 3
割の配点。
二次試験（口頭・実技）
①教職面接（配点指数 4）
・教職に関わる配付資料に基づく口頭発表と質疑応答（準備 1 時間、口頭発表 10 分、質疑応答 15 分）
・視覚芸術（写真や映画を含む）、音楽又は児童文学について受験者が自由に選んだ作品に関する発表
（作品解説と提示・演奏・朗読）及び質疑応答（発表 10 分、質疑応答 15 分）
②外国語（ドイツ語、英語、アラビア語、スペイン語、イタリア語又はポルトガル語）（配点指数 1）
・配付資料に関する口頭発表（要約・部分朗読）及び質疑応答（すべて欧州評議会（CE）による「ヨー
ロッパ言語共通水準枠組み」6段階の上から3番目の水準B2の外国語で行う）（準備30分、口頭発表5分、
質疑応答 15 分）
③体育・スポーツ（配点指数 1）
・実技（ダンス又は 1,500 メートル走）及び口頭試問
自由選択試験（配点指数 1、10 点以上の場合合計点に加算）
・地域語（フランス国内で地域的に用いられている非フランス語）又は第二外国語
＊幼稚園・小学校教員の採用試験の組織に関する 2005 年 5 月 10 日省令に基づき作成。
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　フランス国民教育省の通知において、「教職面接」前半部分の目的は、以下のように説明されている。
　「この前半部分は、面接官が提示する文書（dossier）を用いた受験者による口頭発表によって受験
者を評価するものです。口頭発表の主題は、学校の歴史、目的、運営、環境及び方法に関する知識や
欧州諸国を理解する手がかりとなる知識、小学校教員の義務、権利及び責任に関する知識を動員しな
ければならないような主題とします。口頭発表に続く面接官からの質問によって、受験者は、教育分
野（教育哲学や学習過程への心理学的・社会学的接近）における自らの知識と省察とを関連付けるこ
ととなります。
　受験者は、面接の中で、教職観察実習（un stage de sensibilisation au métier de professeur）や以前の
職業経験を通じて得た経験を足がかりにすることができます。
　この試験は、受験者の以下の能力を評価するように構成するものとします。
１．文書を理解し、分析し、総合する。
２．教授方法上（didactique）及び教育方法上（pédagogique）の教育への接近について省察する。
３．価値や文化の伝達における小学校教員の責任や、社会における学校の役割ついて、論理構成が
成された省察を伝達及び表明する。
４．口頭で自己表現し、意思伝達を行う。」27）
　「面接官が提示する文書」は、特定の主題に関する一つの文章（texte）又は複数の文章のまとまり
によって構成されており、全部で 4 頁以内と定められている。文章の内容は、小学校や幼稚園の学習
指導要領の本文や教育雑誌の記事、教育学者による論文や書籍の抜粋など多様な形態のものとされて
いる。受験者は、与えられた文書を読みながら 1 時間で口頭発表の内容を準備し、面接に臨む。面接
では、受験者が 10 分の口頭発表を行い、その内容について 15 分の質疑応答が行われる。評価の観点
には、教育学的な知識を見る観点と同時に、適切に自分の考えを表現し、相手の言っていることを正
しく理解するという口頭での意思伝達能力を見るという観点も含まれている。
???????????????
　試験官による提示文書の例を 2008年の出題例から挙げると、例えば次のようなものがある28）。まず、
首都圏（パリ、クレテイユ、ベルサイユの 3 大学区）での出題例として、次の二つの文章の組合せに
よる文書が挙げられる。
文章１：「学習の中心としての言語」『幼稚園で何を学ぶか？』（国民教育省官報 2007 年号外第 5 号、 
　　　　2007 年 4 月 12 日）。
文章２：言語学者Ａ・ベントリーア『幼稚園における語彙獲得に関する報告書』（2007 年 2 月 23 日）。
これは、児童の言語習得に関する主題であるが、言語教育は、いずれの大学区においても頻繁に取り
上げられる頻出問題と言われる。ここで取り上げられた文章は、前者は我が国の幼稚園教育要領解説
に相当する文書からの抜粋であり、後者は幼稚園教育要領改訂の過程で行われた言語学者による調査
の報告書からの抜粋である。いずれも出題前年の 2007 年に公表されたものであり、このことから、
この「教職面接」に時事問題的な要素が入っていることが分かる。
　また、フランス北部のリール大学区においては、教育雑誌『ル・モンド教育版』から二つの記事が
取り出され、出題に用いられている。
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文章１：ニコラ・トリュオンによるダニエル・ペナックへのインタビュー（『ル・モンド教育版』　　 
　　　　2007 年 11 月号）。
文章２：ニコラ・トリュオンによるダニエル・ペナックの紹介（同前）。
ダニエル・ペナックは、児童文学や推理小説などで有名な元高校教師の作家で、2007 年 10 月に劣等
生として過ごした子ども時代の自伝『学校の悲しみ（Chagrin d'école）』を出版した 29）。この出題は、
同書を巡るインタービューを題材にしたものであり、学校における学業失敗問題に関する主題となっ
ている。作家の自伝を題材としている点から、提示文書として用いられる題材の範囲が非常に広く設
定されていることが分かる。
　リール大学区での出題例をもう一つ挙げると、以下のような、二つの雑誌からの抜粋による出題例
がある。
文章１：ベノワ・フロシュ「障害は学校を変えるか？」（『ル・モンド教育版』2008 年 2 月号）。
文章２：ジャン＝イブ・バレイル「就学の権利」（『アニマシオンと教育』第 195 号、2006 年 11・12 月号）。
フランスでは、2005 年の法律に基づいて特別支援教育の充実に向けた改革が進められており、障害
のある児童生徒を原則として普通学級に統合するなどの取り組みが行われているが、この出題は、そ
うした状況を素材とするものとなっている。
　以上のような性格を有するフランス小学校教員採用試験の「教職面接」前半部分は、我が国のいわ
ゆる「教職教養」と「面接試験」を合わせたような内容の試験であると言ってもよいのではないだろ
うか。また、我が国のように、有名な教育思想家の人名と著作名を暗記する形の出題がないことが分
かるが、では、このような暗記的な知識は必要とされていないのだろうか。
????????????????????????????
　この問題について考えるために、次に小学校教員採用試験の一問一答式受験参考書の内容を検討し
てみたい。筆者が入手した 2009 年試験用参考書は、400 問以上の一問一答問題（QCM 問題）を集め
た書籍であるが、大部分がフランス語や数学、一般教養に関する問題で構成されており、教職教養的
な内容はほとんどなく、11 問のみとなっている 30）。例として、以下のような問題を挙げることがで
きる。
○?小学校の体育で実施される諸活動の計画は、いずれの責任の下にあるか。
 ａ．教員集団　　ｂ．スポーツ専門授業協力者　　ｃ．学校の所在する市町村
○　幼稚園・小学校においては、第何学年から歴史・地理の授業を開始するか。
　 ａ．幼稚園　　ｂ．小学校１年　　ｃ．小学校３年
○　2007 年の幼稚園・小学校学習指導要領の改訂が対象としたのはいずれの教科か。
　 ａ．「数学」「言語の修得」「フランス語」　　ｂ．「言語の修得」「情報技能の習得」
　 ｃ．「数学」「公民教育」　　ｄ．「言語の修得」「フランス語」「公民教育」
○　次のうち誤りはどれか。
　 ａ．フランスにおいては、義務教育は 6 歳に始まり、18 歳で終わる。
　 ｂ．学籍登録された児童を毎日学校に送り届けない保護者は、家族手当の支給を停止される。
　 ｃ．フランスにおいては、義務教育には就学の義務が含まれている。
　 ｄ．幼稚園への通学は自由である。
○?2005 年 4 月 23 日教育基本法に規定されている施策は以下のどれか（複数回答可）。
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 ａ．教育高等審議会の設置
 ｂ．授業を完全に免除された小学校長ポストの新設
 ｃ．国歌及びその歴史の教育を小学校教員に義務付け
 ｄ．小学校 1 年生の全学級においてバイリンガルを実施
　今回調べた参考書においては、このように、カリキュラムや特に重要な教育法規、教育制度に関す
る基礎的事項に関する問題が数問見られるだけであった。我が国とは採用試験の位置づけが異なり、
フランスでは教員免許状の取得が教員採用試験の受験条件として課されていないことがこのことの背
景にあるのかもしれない。
??????????????????????????????
　一方、我が国の教員採用試験におけるいわゆる「教職教養」の問題には、どのような傾向があるだ
ろうか。2008 年度に各地で実施された 2009 年度教員採用試験の「教職教養」の問題を網羅的に収集
整理した、時事通信出版局編『2010 年度版　教職教養の過去問』31）を用いて調べたところ、次のよ
うな傾向が明らかになった。
　同書には、48 の都道府県・政令指定都市で 2008 年に実施された教員採用試験の問題が掲載されて
いる（自治体によっては、編集上の都合により掲載が見合わされている）。筆者の集計によると、小
学校教員志願者対象の大問は、48 都道府県・指定都市で計 490 問が掲載されている。
　これを出題領域別に集計してみると（一つの大問が複数の領域に区分される場合がある）、最も多
かったのが「教育法規、教育行政」の 148 問で全体の 30.2％に相当する。次いで、「教育時事、教育
答申等、文教施策、環境教育、情報教育、ローカル」の 112 問（22.9％）が多くなっている。以後、
「教育心理」62 問（12.7％）、「西洋教育史、日本教育史」43 問（8.8％）、「特別支援教育、障害児教育」
42 問（8.6％）、「生徒指導」40 問（8.2％）、「学習指導要領」39 問（8.0％）、「人権・同和教育」28 問
（5.7％）となっている。
　その他、10 問以下のカテゴリーとしては、「学習理論、学習方法、学習指導」「教育評価、指導要録」
「学校経営、学級経営、教育委員会との関係、学校評価」「特別活動」「道徳教育」「総合的な学習の時
間」「教育制度」「生涯教育、生涯学習」「教育課程」に出題例が見られる（次頁表２を参照）。
　ここから、教育法規と教育時事に関する内容が圧倒的に多くなっていること、また、教育心理と教
育史がそれらに次いで重視されていることが分かる。出題形式としては、ほとんどすべてが多肢選択
問題であり、ごく一部に論述式が見られるが極めて例外的であると言える。
　以上から、日仏両国において公立小学校教員に求められる知識技能を比較すると、教員採用試験の
時点に限って見るならば、いわゆる「教職教養」の位置づけに大きな違いが見られるのではないかと
予想される。フランスは、日本よりも教科内容（特にフランス語と数学）に重点を置いた採用試験を
行っていることを指摘することができるだろう。また、我が国の「教職教養」によく見られる、法律
条文の暗記や教育史上の人物に関する暗記などは重視されていないようにも思われる。なお、日本の
出題傾向にも何らかの必然性があるものと考えられるが、その理由については歴史的な経緯等も含め
て検討する必要があるため、その考察は別稿に譲りたいと思う。
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表２：我が国の小学校教員採用試験における「教職教養」の問題数（2009 年試験）
出題領域 問題数 割合（％）
教育法規、教育行政
教育時事、教育答申等、文教施策、環境教育、情報教育、ローカル
教育心理
西洋教育史、日本教育史
特別支援教育、障害児教育
生徒指導
学習指導要領
人権・同和教育
学習理論、学習方法、学習指導
教育評価、指導要録
学校経営、学級経営、教育委員会との関係、学校評価
特別活動
道徳教育
総合的な学習の時間
教育制度
生涯教育、生涯学習
教育課程
１４８
１１２
６２
４３
４２
４０
３９
２８
１０
１０
８
６
５
３
２
２
１
３０．２
２２．９
１２．７
　８．８
　８．６
　８．２
　８．０
　５．７
　２．０
　２．０
　１．６
　１．２
　１．０
　０．６
　０．４
　０．４
　０．２
合　　計 ４９０
??????????????????????
　最後に、教員採用試験からは離れるが、我が国と異なり試補制度（IUFM 第 2 学年に在学しながら
学校現場で研修を行う制度）を有するフランスにおいて、試補研修期間修了時にどのような能力が教
員に期待されているのかに触れておきたい。
　フランス国民教育省は、2006 年 12 月の省令で、学校段階を問わず初等中等教育教員に共通に求
められる職能を新たに 10 項目にわたって「教員に求められる職能（compétences professionnelles des 
maîtres）」として具体的に定めた 32）。この 10 項目の職能は、試補研修期間修了時において「必要最
低限の水準で習得（maîtrise suffi sante）」させ、正規採用後 2 年間の初任者研修において「十分な水準
で習得（maîtrise approfondie）」させるとしている。
　10 項目は、①国家公務員としての倫理的で責任ある行動、②学習指導や意思疎通のためのフラン
ス語の習得、③教科内容の習得と十分な一般教養の保持、④学習指導の立案及び実施、⑤学級におけ
る学習活動の組織化、⑥児童生徒の多様性に対する配慮、⑦児童生徒の評価、⑧情報通信技術の習得、
⑨同僚との協調並びに保護者及び外部協力者との協力、⑩自己形成と指導技術改善から構成されてい
る。各項目について「知識（Connaissances）」「能力（Capacités）」「態度（Attitudes）」が具体的に列挙
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表３：「教員に求められる職能」の構成
＊以下は、「教員教育大学センター（IUFM）における教員養成の全国大綱基準（cahier des charges）に関する
2006 年 12 月 19 日省令」の付録に列挙された「教員に求められる職能」の主な内容を要約してその全体的
な構成を示したものであり、同付録の翻訳ではない。
＊ 10 項目からなる「教員に求められる職能」は、「初等中等教育の全段階の教員に共通に求められる職能」
として、「知識」「能力」「態度」の組み合わせによって構成される。
＊公立学校教員の養成は、主に大学 3 年修了者（学士号取得者）を対象に IUFM 等において 2 年間行われる。
IUFM の第 1 学年は教員採用試験受験準備に、第 2 学年は教員採用試験合格者を対象とする試補研修に当て
られる。
＊「教員に求められる職能」は、IUFM 第 2 学年において必要最低限の水準で習得し、試補修了審査を経て正
規採用された後 2 年間の初任者研修において十分な水準で習得すべきものとされる。
?????????????????????
　　知識：国や経済の仕組み。教育に関する政策、法令、制度。学校の管理運営。勤務校の特色。
　　能力：公教育に関する知識の活用。児童生徒の問題の発見と解決。児童生徒の慎重な処罰。
　　態度：教員の職業倫理や規則の遵守。児童生徒や保護者の尊重。学校外との連携。
???????????????????????
　　知識：高等教育修了程度の言語知識。初等教員については、幼稚園からの言語指導法も。
　　能力：言語障害の発見。読み書きの発達を促す授業。児童生徒や保護者との明瞭な意思疎通。
　　態度：さまざまな状況での読み書き指導。あらゆる指導状況で児童生徒の言語水準に留意。
????????????????????
　　知識：初等教員は全教科の知識。中等教員は担当教科と関連教科の知識。
　　能力：初等教員は全教科を相互に関連づけて、中等教員は担当教科を他教科と関連づけて指導。
　　態度：科学的な厳密さ。児童生徒の共通教養の構築に対する参加意識。
?????????????
　　知識：担当学年の指導目標。教育課程基準。心理学の基礎。教材・教具に関する事項。
　　能力：法令に基づく目標設定。段階的な指導。心理学の活用。評価結果の活用。危険の回避。
　　態度：各教科を相互に関連付けた指導。教材の質の評価。
????????????????
　　知識：集団の管理や対立の解消に関する事項。
　　能力：児童生徒の参加・協力意識育成。活動に応じた時間・空間の組織。状況に応じた指示。
　　態度：落ち着いた学習活動を行うための枠組み作り。
????????????????
　　知識：児童生徒の多様性の理解のための社会学・心理学。障害のある児童生徒等の指導法。
　　能力：児童生徒一人一人の学習ペースの多様性を考慮し、さまざまな特別措置を講じること。
　　態度：児童生徒間の平等を守り、児童生徒が自己と他者を尊重するように留意すること。
?????????
　　知識：児童生徒に対するさまざまな評価方法に関する事項。
　　能力：学習の各時点における評価。児童生徒の自己評価力の育成。修了認定のための評価。
　　態度：明確で信頼ある関係の下で評価を行う。児童生徒に自分の進歩や努力を自覚させる。
???????????
　　知識：「高等教育情報通信技術免状（C2i）」の第 2 水準（教員）。IT 利用に係る権利と義務。
　　能力：学習指導への利用。IT に係る権利・義務の指導や安全教育。自らの知識向上への利用。
　　態度：ネット情報に対する批判的な態度。児童生徒の IT 利用時の思慮深く責任ある態度。
?????????????????????????
　　知識：保護者団体。外部協力者。国民教育省と他省庁・団体との協定。生徒の就職・進学支援。
　　能力：学校全体の取組への参加。保護者との連絡。外部協力者と連携した問題解決。
　　態度：集団での勤務、保護者との対話、外部との協力を重視する態度。
??????????????
　　知識：担当教科の教育内容や指導方法の研究の進展状況。フランスの教育政策。
　　能力：教育学における研究成果や技術革新を利用した教育実践の改善。
　　態度：知的好奇心を持ち、自らの教育活動を見直す。
＊本表は、上原秀一「フランス」文部科学省編『諸外国の教育の動き 2006』国立印刷局、2007 年、72 ～ 126 頁
　
の 121 頁に掲載したものを一部修正の上転載するものである。
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される形で内容が示されている（前頁表３を参照）。
　「教員に求められる職能」によって、現在、大学学部段階から初任者研修までの間を通じて一貫性
のある形での教員養成制度の構築が目指されており、これが教員に期待される教育学的な一般教養の
在り方にどのような影響を及ぼすのか今後の調査が必要なところである。具体的には、教員教育大学
センター（IUFM）の第 2学年における授業や学生評価の在り方、また初任者研修の内容などを具体
的に明らかにすることによって、我が国との比較も一層豊かなものとなるだろう。
????
　最初に述べたとおり、筆者は、教育学的な一般教養の構成及び普及の在り方に関する我が国の特徴
を、国際比較の研究手法を用いて知りたいと考えているが、今回の調査からそのための若干の手がか
りを得ることができたのではないかと考えている。筆者が特に関心を持っているのは、我が国の各県
教員採用試験の第1次試験でよく見られる教育史に関する出題の意義である。ルソーやペスタロッチ、
デューイなどといった有名な教育思想家の思想の主要概念や著作などを選択させる問題 33）は、これ
らを教育学的な一般教養として国際的な観点から見た場合、どのような意義を持っているのだろうか。
また、歴史的にはどのような経緯でこうした出題形式が一般化したのであろうか。今後、こうした問
題について調査を進めていきたい。
　現在のところ教育学的な一般教養の国際スタンダードというものは存在しないので、個別の国との
比較を試みるしかないが、今後は、フランス以外の国を研究対象とする研究者とも連携しながらこう
した問題を考えていくことができたらよいと考えている。また、例えばフランスの教員養成課程にお
いて教育哲学や教育史の授業がどのように行われているのか、なども含めて幅広く調査を進めていき
たいと考えている。
?
11）フランスの教員制度に関する我が国における主な先行研究として、以下のものがある。園山大
祐「フランスにおける教師教育大学院（IUFM）の問題と展望」『日本教師教育学会年報』第11
号、2002年、56～64頁。フランス教師教育研究会編『フランスの教員と教員養成制度－Q&A（改
訂版）－』フランス教師教育研究会、2004年。古沢常雄編『フランスの教員と教員養成に関する
研究』（平成13～15年度科学研究費補助金基盤研究(B)最終報告書）、2004年。園山大祐「フラ
ンス」吉岡真佐樹編『教師教育の質的向上策とその評価に関する国際比較研究』（平成16～18年
度科学研究費補助金基盤研究(B)研究成果報告書）、2007年、95～157頁。服部憲児『フランスに
おける教員の現職教育に関する研究』（平成18～19年度科学研究費補助金基盤研究(C)研究成果報
告書）、2008年。古沢常雄「フランスにおける教師教育改革の動向－養成制度の標準化と水準管
理－」『日本教師教育学会年報』第17号、2008年、33～41頁。また、筆者も、フランスにおける
教員制度の概要について以前に主として法制度的な観点から調査を行ったことがある。上原秀一
「フランス」文部科学省『諸外国の教員』国立印刷局、2006年、109～151頁。
12）筆者の課題意識には、教員養成における教育学（主に教育哲学や教育思想史）の位置づけについ
て我が国の現状を再検討したいというねらいが含まれている。教育哲学会において行われている
特定課題研究助成プロジェクト「教員養成課程における教育哲学の位置づけに関する再検討」と
も共通する課題意識ではないかと考えており、以下の報告からも示唆を得ている。林泰成、古屋
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恵太、山名淳、下司晶「特定課題研究助成プロジェクト報告「教員養成課程における教育哲学の
位置づけに関する再検討」」『教育哲学研究』第99号、2009年、127～146頁を参照。
13）ただし、フランスでは、在外教育施設が国立学校と位置づけられている。
14）Décret no 90-680 du 1er août 1990 relatif au statut particulier des professeurs des écoles. 幼稚園・小学校
教員身分規定に関する1990年8月1日政令第90-680号。
15）学校教育法第38条「市町村は、その区域内にある学齢児童を就学させるに必要な小学校を設置
しなければならない。」
16）教育公務員特例法第2条第1項「この法律で「教育公務員」とは、地方公務員のうち、学校教育
法 （昭和二十二年法律第二十六号）第一条に定める学校であつて同法第二条に定める公立学校
（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第六十八条第一項に規定する公立大学法
人が設置する大学及び高等専門学校を除く。以下同じ。）の学長、校長（園長を含む。以下同
じ。）、教員及び部局長並びに教育委員会の教育長及び専門的教育職員をいう。」
17）教育公務員特例法第11条「公立学校の校長の採用並びに教員の採用及び昇任は、選考によるもの
とし、その選考は、大学附置の学校にあつては当該大学の学長、大学附置の学校以外の公立学校
にあつてはその校長及び教員の任命権者である教育委員会の教育長が行う。」
18）地方教育行政の組織及び運営に関する法律第37条第1項「市町村立学校職員給与負担法（昭和
二十三年法律第百三十五号）第一条及び第二条に規定する職員（以下「県費負担教職員」とい
う。）の任命権は、都道府県委員会に属する。」
19）市町村立学校職員給与負担法第1条。「市（特別区を含む。）町村立の小学校［中略］の［中
略］教諭［中略］のうち次に掲げる職員であるものの［中略］給料その他の給与［中略］は、都
道府県の負担とする。／一　義務教育諸学校標準法第六条の規定に基づき都道府県が定める小中
学校等教職員定数［中略］に基づき配置される職員（義務教育諸学校標準法第十八条各号に掲げ
る者を含む。）［以下略］」
10）地方教育行政の組織及び運営に関する法律第43条第1項「市町村委員会は、県費負担教職員の服
務を監督する。」
11）義務教育費国庫負担法第2条。「国は、毎年度、各都道府県ごとに、公立の小学校、中学校、中
等教育学校の前期課程並びに特別支援学校の小学部及び中学部（学校給食法（昭和二十九年法律
第百六十号）第六条に規定する施設を含むものとし、以下「義務教育諸学校」という。）に要す
る経費のうち、次に掲げるものについて、その実支出額の三分の一を負担する。［以下略］」
12）教育法典第L.212-1条は、「公立の小学校及び幼稚園の創立及び設置は、以下に転載する地方公
共団体一般法典第L.2121-30条の規定により規制する。「第L.2121-30条　市町村会は、県地方長官
の議を経て公立の小学校及び幼稚園の創立及び設置を決定する。」」と定めている。
13）Art. 1er du décret no 90-680 du 1er août 1990. 前出1990年8月1日政令第90-680号第1条において、幼
稚園・小学校の教員は、国家公務員一般身分規定（1984年1月11日法律第84-16号）第29条の適用を
受ける国家公務員のカテゴリーAに属する旨、規定されている（国家公務員には、学歴要件等に応
じてA～Dの4カテゴリーが設けられているが、カテゴリーAは4つのうち最高のもの）。
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